
 

 

  

 
小中一貫教育施設一体（隣接）型の 

開校時期を延期します 
 

施設一体型小中一貫教育施設については、令和６年度の開校に向け取り組みを進める中、コロ

ナ禍による先行き不透明な状況下において、令和３年度、「小中一貫教育施設調査研究事業」とし

て、今後の財政状況や施設整備計画等、開校時期も含め多角的に再検討を行った結果、令和６年

度の開校は延期することとなりました。 

 

 

平成１６年度  「小中学習推進委員会」発足 

平成２４年度  「小中連携・一貫教育のあり方検討会議」⇒義務教育９年間の小中一貫教育 

平成２８年度  「施設一体型」での一貫教育の方向性を決定 

平成２９年度   施設一体型一貫校の建設費を約１５億円、開校時を平成３６年度 (令和６年 

度)と事業スケジュールを公表 

 

１．施設一体型小中一貫校開校時期の延期について 

これまで令和６年度としていた開校時期を延期します。延期とした要因は、

以下で説明します「２．概算事業費の見直し（増嵩）」による町財政計画に

与える影響が大きいこと、また、施設一体型の決定時からの「３．学校を取

り巻く教育環境の変化」により、新たな課題の再検討が必要となったことです。なお、改めての

開校時期については、現状において明確にすることはできず、昨年１２月に作成した令和８年度

までの町財政シミュレーションに当該事業費を計上していません。 

 

２．概算事業費の見直しについて 

これまで約１５億円としていた概算事業費を、関連する公共施設の改修費用も含めて以下の内

訳のとおり、約２５億円（給食調理場併設無し）～約２８億円（給食調理場併設有り）に見直し

ました。 
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本町小中一貫教育の経過 

 

宇治田原町の教育 
 



 

 

 

【事業費内訳】 

 ・新設校舎棟建設費 約２０．８億円（既存校舎改修費、仮設校舎費、管理棟解体費等含む） 

 ・学童施設建設費   約０．９億円（80人定員の場合） 

 ・住民プール改修費  約１．３億円 

 ・住民グラウンド移転 約２．０億円（仮定値） 

 ・給食調理場建設費  約３．０億円（700食対応） 

 

３．学校を取り巻く教育環境の変化について 

施設一体型での小中一貫教育の方向性を打ち出した平成２８年度から現状においては、学校に 

おけるウィズコロナやＩＣＴ教育への対応、スクールバス導入など、学校を取り巻く教育環境に

変化が生じており、今後の国の動向、方針により、適正な施設規模の検討が必要となっています。 

 

４．開校延期に伴う事業スケジュールの見直しについて 

今後の施設一体型小中一貫校の事業スケジュール立案時期については、数年後を目途に立案し

たいと考えています。 

 

 

５．開校延期に伴う現小中学校施設の維持修繕計画について 

施設一体型小中一貫校の開校延期により、令和６年度以降についても一貫校が開校するまでの

間、教育活動に支障がないよう適正な施設管理は必要であり、上記スケジュール立案とともに、

一貫校開校までの現学校施設の維持修繕計画を策定することとします。なお、策定までの当面の

間は、必要となっている事後保全、また、施設の状況も勘案して予防保全に取り組むこととしま

す。 

 

 

６．今後の小中一貫教育について 

これまでも取り組んできた維孝館学園としての小中一貫教育 

を更に推進するため、小小連携、小中連携の充実を図るとと 

もに、地域と学校が共に子どもたちの教育を支援する活動の 

充実を図っていきます。 

 


